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第３８期（２０２４年度）事業計画（対処すべき課題） 

  経済産業省の「ＩＴ人材需給に関する調査」によると、ＩＴ人材が令和７（２０２５）

年には４３万人不足し、そして、令和１３（２０３１）年には最大約７９万人不足する

と予想されています。株式会社カシックスにおいても、継続的にお客様へ高付加価値・

高品質なサービスを提供するため、新規事業展開及びエリア拡大する上で、ＩＴ人材の

確保、育成は大きな課題となっています。このような状況に対応するため、現社員のリ

スキリングを行い、現在の技術や業務スキルを向上させるとともに、新卒・キャリアの

ＩＴ人材の獲得のために当社の知名度アップを行う取組を強化します。 

また、令和７（２０２５）年度地方公共団体情報システム標準化後の新規サービスの

提案又は提供が行えるように検討及び準備を進めていきます。 

 

第３８期（２０２４年度）予算 

(単位:百万円) 

科目 ２０２４年度予算 

 売上高 ２，３５０ 

製 

造 

原 

価 

労務費 ３６８ 

主要材料費 ４６５ 

外注費 ６８８ 

保守費 ９ 

賃借料 ３７０ 

地代家賃 ６ 

減価償却費 ５ 

仕入高 ０ 

その他製造原価 ６３ 

 売上総利益 ３７６ 

販
売
䩺
一
般
管
理
費 

労務費 ２０１ 

地代家賃 ３４ 

減価償却費 １ 

その他経費 ７０ 

 営業利益 ７０ 

 営業外収益 １ 

営業外費用 ０ 

 経常利益 ７１ 
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令和５（２０２３）事業年度  

決算に関する書類  
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第３７期（２０２３年度）事業報告 
 
１ 会社の現況に関する事項 
 

⑴  事業の経過及びその結果 

当会計年度では、新型コロナウイルスによるパンデミックの収束が進み、多くの企

業がリモートワークからハイブリッドワークへの移行を進めたことから、ビジネス環

境が再構築されました。ＩＴ業界は、コロナ収束後もデジタル化が進展し、テクノロ

ジーが一層活用され、それに伴うビジネスモデルの変革が進みました。一方でデジタ

ル化やテクノロジーに不可欠な半導体は重要性が高まったものの、供給不足や需要と

のバランスの調整が課題のままとなっています。株式会社カシックスにとって主要な

顧客である自治体においては、ＤＸ化が進んだことに加え、令和７（２０２５）年度

地方公共団体情報システム標準化（各自治体が異なるシステムやデータを統一化して

情報共有や連携を円滑化し、行政サービスの効率化と利便性の向上を図ること。）に

向けた取組が活性化し、プロジェクトや規格・手順の策定の動きが加速し、令和７

（２０２５）年度を迎える準備が進められました。 

このような状況の中、株式会社カシックスは、主力事業の自治体包括アウトソーシ

ングにおいて、契約を３年延長した柏崎市のほか、３自治体（湯沢町・妙高市・阿賀

町）とも安定した運用を行い、いずれの自治体もＳＬＡ（サービスレベル協定）を達

成しています。 

また、自治体への水平展開は、隣県へと営業範囲を広げ、長野県の自治体と新規で

取引を開始しました。くわえて、地方公共団体情報システム標準化を見据えたコンサ

ルティングサービスや自治体ＤＸ推進サービスの提供を行いました。 

これらの活動の結果、当期の売上高は２，３２９百万円（前年比１００．２％）、

営業利益８６百万円（前年比１４０．１％）、経常利益８８百万円（前年比１２４．

７％）となりました。 

当期の主な事業の取組状況と課題は、以下のとおりです。 

セグメント別売上表    （単位：百万円） 

年 度 2022（前年増減） 2023（前年増減） 

売上高〔年間〕 2,325(+560) 2,329(+4) 

セグメント  売上 
前年 

増減 
構成比  売上 

前年 

増減 
構成比 

アウトソーシング(柏崎包括･他自治体) １,625 527 69.9% 1,611 △14 69.2% 

システム開発 323 △18 13.9% 321 △2 13.8% 

ＩＴサービス 377 51 16.2% 397 ＋20 17.0% 
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ア アウトソーシング 

自治体営業活動を隣県へ展開し、長野県信濃町にてＣＩＯ補佐官業務を獲得しまし

た。また、地方公共団体情報システムの標準化を見据えた既存システムとのＦＩＴ＆

ＧＡＰと移行計画策定のコンサルティングサービスを県内３団体（阿賀野市・妙高市・

湯沢町）から受注しました。柏崎市においては、コロナワクチン予防接種支援を前年

度からの継続で対応しました。 

 

イ システム開発 

自治体のＤＸ推進化に注力し、「書かない窓口」支援や自治体内の各業務における

ＲＰＡやノーコード・ローコード*のツールを活用した効率化（職員によるシステム

化の伴走や各ツールの教育・研修）支援のサービスを展開しました。また、地方公共

団体情報システム標準化で影響がある医療費助成システムの開発を継続対応してい

ます。 

*ノーコードとはソースコードを書かない開発 / ローコードとはソースコードの記述量を最小限に抑える開発 

 

ウ ＩＴサービス  

前年度から継続して、新潟県における安定ヨウ素剤の配布対象が柏崎市・刈羽村以

外のＵＰＺ（原発から約半径３０Ｋｍ範囲）の市町へ広がったことで、運用支援業務

を拡大することができました。また、柏崎市ふるさと納税の返礼品の新規開拓により、

寄附件数、寄附金額ともに過去最高となりました。 
 

図 1 全国取引状況マップ  

    青：令和５（２０２３）年度新規取引都道府県（ＣＩＯ補佐官等業務委託：長野県信濃町） 

橙：既存取引都道府県：ヨウ素剤管理システム導入（４県） 

    緑：既存取引都道府県：事務支援/ＧＩＳ/セキュリティ対策（１県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

青森県（東通村）

新潟県取引自治体数:27/30
ヨウ素剤管理システム：柏崎市・刈羽村
包括契約団体：4団体

（新規）長野県信濃町

宮城県（女川町・石巻市）
佐賀県
(玄海町・唐津市) 福島県（双葉町・大熊町）
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⑵  財産及び損益の状況の推移（単位未満は、切捨て表示） 

  

区 分 

第 34 期 
2020 年 4 月から 

2021 年 3月まで 

第 35 期 
2021 年 4 月から 

2022 年 3月まで 

第 36 期 
2022 年 4 月から 

2023 年 3月まで 

第 37 期 
2023 年 4 月から 

2024 年 3月まで 

売 上 高  （百万円） １，８１７ １,７６５ ２，３２５ ２，３２９ 

経常利益  （百万円） ５３ ５８ ７１ ８８ 

当期純利益（百万円） ４１ ３７ ５２ ６１ 

１株当たり 

当期純利益（千 円） 
２４ ２２ ３１ ３６ 

総 資 産  （百万円） ７９７  ８６１ ９８８ １，１００ 

純 資 産  （百万円） ４５７ ４９１ ５３７ ５９３ 

１株当たり 

純 資 産  （千 円） 
２６９ ２８８ ３１６ ３４９ 

 

⑶  従業員の状況（２０２４年３月３１日現在） 

従業員人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

９４名 ＋４名 ４３.０歳 ９．８年 

   （注）従業員人数には、非常勤講師２名、パート７名は含まれておりません。 

 

２ 会社の現況 
 

⑴  株式の状況（２０２４年３月３１日現在） 

  ア 発行可能株式総数 ６，８００株 

  イ 発行済株式の総数 １，７００株 

  ウ 株主及び所有株式数 

株 主 名 
当社への出資状況 

持 株 数 出資比率 

柏 崎 市   ５００株 ２９．４１％ 

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行   ４００株 ２３．５３％ 

東京電力ホールディングス株式会社   ２００株 １１．７６％ 

株 式 会 社 ブ ル ボ ン  ２００株 １１．７６％ 

株 式 会 社 第 四 北 越 銀 行    ８５株 ５．００％ 

株 式 会 社 富 有 社 ５５株 ３．２４％ 

株 式 会 社 ユ ニ テ ッ ク    ５４株 ３．１８％ 
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柏 崎 信 用 金 庫    ５４株 ３．１８％ 

藤 村 ク レ ス ト 株 式 会 社    ５０株 ２．９４％ 

北日本エンジニアリング株式会社 ５０株 ２．９４％ 

株 式 会 社 植 木 組 ５０株 ２．９４％ 

柏 崎 商 工 会 議 所     １株 ０．０６％ 

町  永  一  芳     １株 ０．０６％ 

計１３名 １，７００株 １００．００％ 

     

⑵  会社役員に関する事項 

取締役及び監査役の状況（２０２４年３月３１日現在） 

氏  名 会社における地位 担当および重要な兼職の状況 

町 永 一 芳 代表取締役  

渡 邉 善 之 常務取締役 
第２公共システム部 部長 兼 企画営業部 担当

役員、システム開発部 担当役員 

金 田    隆 取  締  役 総務部 部長 

遠 山 靖 大 取  締  役 
第１公共システム部 部長 兼 ＩＴサービス部 

担当役員 

本 間 良 孝 取  締  役 社会福祉法人なかよし福祉会 理事 

和 田 雅 彦 取  締  役 株式会社日本政策投資銀行 新潟支店長 

植 木   豊 取  締  役 
株式会社植木組 取締役常務執行役員  

新潟本店副本店長 兼 柏崎支店長 

森 山 昭 彦 監 査 役 公認会計士森山昭彦事務所 所長 

     注１ 取締役本間良孝氏、和田雅彦氏、植木豊氏は、社外取締役であります。 

       ２ 監査役森山昭彦氏は、社外監査役であります。 
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株式会社 カシックス 
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Ⅰ. [ ] Ⅰ. [ ]

Ⅱ. [ ]

Ⅱ. [ ]

( ) ( )

Ⅰ. [ ]

（ ） （ ） 1 （ )

2 （ )

(1)

(2)

( ) ( )

前 払 費 用 3,796,015

純資産の部 合計 593,754,154

資 産 の 部 合 計 1,100,692,891 負債及び純資産の部合計 1,100,692,891

預 け 金 510,000

敷 金 11,800,000

投資その他の資産 12,315,000 別 途 積 立 金 200,000,000

出 資 金 5,000 繰越利益剰余金 299,769,154

ソ フ ト ウ エ ア 4,684,167 利 益 準 備 金 8,985,000

その他利 益 剰 余 金 499,769,154

無 形 固 定 資 産 5,422,359 資 本 金 85,000,000

電 話 加 入 権 738,192 利 益 剰 余 金 508,754,154

工 具 器 具 備 品 5,826,168 純　　　資　　　産　　　の　　　部

株 主 資 本 593,754,154

有 形 固 定 資 産 38,603,969

建 物 32,777,801 負 債 の 部 合 計 506,938,737

固 定 負 債 5,779,250

固 定 資 産 56,341,328 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 5,779,250

貸 倒 引 当 金 △      3,420,000

預 り 金 10,536,136

賞 与 引 当 金 28,698,920

売 掛 金 596,153,486 未 払 法 人 税 等 18,254,600

原 材 料 3,173,133 未 払 消 費 税 等 15,902,600

仕 掛 品 4,186,889 前 受 収 益 16,598,859

貯 蔵 品 801,701

現 金 353,453 買 掛 金 382,212,402

預 金 439,306,886 未 払 費 用 28,955,970

科　　　　　目 金　　　　　額 科　　　　　目 金　　　　　額

流 動 資 産 1,044,351,563 流 動 負 債 501,159,487

貸 借 対 照 表

株式会社　カシックス ２０２４年　３月３１日　現在 （単位：円）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部　　 負　　　　　債　　　　　の　　　　　部
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Ⅰ.

Ⅱ.

当期製品製造原価

Ⅲ.

Ⅳ.

Ⅴ.

Ⅵ.

Ⅶ.

88,817,292

26,899,800

61,917,492

法人税、住民税及び事業税

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

88,817,292

特 別 利 益 0

特 別 損 失 0

受 取 配 当 金 75

雑 収 入 2,188,843 2,192,445

営 業 外 費 用 0

経 常 利 益

販売費及び一般管理費 303,441,780

営 業 利 益 86,624,847

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,527

売 上 高 2,329,305,709 2,329,305,709

売 上 原 価

1,939,239,082

売 上 総 利 益 390,066,627

損 益 計 算 書

自　２０２３年　４月　１日

株式会社　カシックス 至　２０２４年　３月３１日 （単位：円）

売 上 高
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Ⅰ.

材料費 合計

Ⅱ.

労務費 合計

Ⅲ.

Ⅳ.

経費 合計

330,000諸 会 費

雑 費 38,400

消 耗 品 費 1,554,817

研 修 費 349,577

事 務 用 品 費 1,803,641

減 価 償 却 費 4,109,904

賃 借 料 359,784,011

水 道 光 熱 費 3,322,359

旅 費 交 通 費 11,247,774

合　　計 1,943,425,971

期末仕掛品棚卸高 4,186,889

当 期 製 品 製 造 原 価 1,939,239,082

地 代 家 賃 5,440,782

422,203,102

当 期 総 製 造 費用 1,936,177,464

期首仕掛品棚卸高 7,248,507

通 信 費 28,006,607

保 守 費 6,215,230

法 定 福 利 費 50,526,693

362,453,993

外 注 費 770,256,222

経 費

381,264,147

労 務 費

賃 金 手 当 251,962,310

賞 与 59,964,990

主 要 材 料 費 381,196,053

合　　計 384,437,280

期 末 材 料 棚 卸 高 3,173,133

自　２０２３年　４月　１日

株式会社　カシックス 至　２０２４年　３月３１日 （単位：円）

材 料 費

期 首 材 料 棚 卸 高 3,241,227

製 造 原 価 報 告 書 
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株式会社　カシックス

地 代 家 賃

事 務 用 品 費

研 修 費

貸 倒 引 当 金 繰 入

新 聞 図 書 費

諸 会 費

支 払 報 酬

広 告 宣 伝 費

租 税 公 課

消 耗 品 費

水 道 光 熱 費

修 繕 費

24,904,135

保 険 料

2,021,574

1,034,831

7,485,657

13,764,234賃 借 料

接 待 交 際 費

旅 費 交 通 費

通 信 費

1,877,253

（単位：円）

摘 要

22,680,000

科 目 金 額

役 員 報 酬

運 賃

2,037,883

3,028,039

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

1,700,000

自　２０２３年　４月　１日

至　２０２４年　３月３１日

3,626,197

10,656,343

14,635,862

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入

福 利 厚 生 費

法 定 福 利 費

賞 与

給 料 手 当 131,088,154

440,000

34,106,631

2,657,325

161,110

5,419,202

2,015,400

278,271

475,373

379,081

合　　計 303,441,780

100,000

雑 費

会 議 費

減 価 償 却 費

警 備 清 掃 委 託 料

寄 付 金

4,188,205

112,115

1,274,328

1,506,262

9,788,315
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株式会社　カシックス （単位：円）

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 85,000,000 8,390,000 200,000,000 244,396,662 452,786,662 537,786,662 537,786,662

当期変動額

剰余金の配当 △ 5,950,000 △ 5,950,000 △ 5,950,000 △ 5,950,000

利益準備金の積立 595,000 △ 595,000 0 0 0

当期純利益 61,917,492 61,917,492 61,917,492 61,917,492

別途積立金の積立 0 0 0

当期変動額合計 0 595,000 0 55,372,492 55,967,492 55,967,492 55,967,492

当期末残高 85,000,000 8,985,000 200,000,000 299,769,154 508,754,154 593,754,154 593,754,154

注　　記

１，７００株

①　配当の原資 利益剰余金

②　株式の種類 普通株式

③　決議 ２０２３年　６月　２１日 定時株主総会

④　配当金の総額 　　　　５，９５０，０００円

⑤　１株当たり配当額 　　　　　　　　３，５００円

⑥　基準日 ２０２３年　３月　３１日

⑦　効力発生日 ２０２３年　６月　２２日

①　配当の原資 利益剰余金

②　株式の種類 普通株式

③　決議 ２０２４年　６月　２４日 定時株主総会

④　配当金の総額 　　　　７，６５０，０００円

⑤　１株当たり配当額 　　　　　　　　４，５００円

⑥　基準日 ２０２４年　３月　３１日

⑦　効力発生日 ２０２４年　６月　２５日

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

自　２０２３年　４月　１日

至　２０２４年　３月３１日

株　主　資　本

資本金

利益剰余金

株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合

計

　　1　事業年度の末日における発行済株式の数

純資産
合計

　　２　配当に関する事項

　　　（１） 当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　　　　　 ２０２３年６月２１日の定時株主総会において、次のとおり決議されました。

　　　（２） 当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　　　　　 ２０２４年６月２４日の定時株主総会において、次のとおり決議されました。
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1

2

3

代 表 取 締 役 　　　 町永 一芳

取 締 役  　　　渡邉 善之

取 締 役  　　　金田 隆

取 締 役  　　　遠山 靖大

取 締 役  　　　本間 良孝

取 締 役  　　　和田 雅彦

取 締 役  　　　植木 豊

　 　取締役

　　　　  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　 　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　  消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 その他の注記

　 　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　２３，０４３，１２６円　

　 　決算確定の日　　　　　２０２４年６月２４日

　　　　  当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる場合については工事進行基準

　　　　  を適用し、その他の場合については工事完成基準を適用しております。

　　　　  なお、工事進行基準を適用する場合の当期末における進捗度の見積りは、原価比例法

　　　　  によっております。

　 　リース取引の処理方法

　　　　  リース物件の所有権が借り主に移転するもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、

　 　賞与引当金　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を

　　　　　　　　　　　　　　　　計上しております。

　 　役員退職慰労引当金   役員への退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく

　　　　　　　　　　　　　　　　事業年度末要支給額を計上しております。

（5） その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　 　システム開発等に係る収益の認識基準等

　　　　建物附属設備及び構築物は定額法

　 　無形固定資産　　　　　法人税法の規定による定額法又は旧定額法

　 　リース資産　　　　　　　　法人税法の規定によるリース期間定額法

（4） 引当金の計上基準

　 　貸倒引当金　　　 　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法

　　　　　　　　　　　　　　　　の規定による法定繰入率により計上しております。

　　　　売却原価は、移動平均法による原価法により算定しております。

（2） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　先入先出法による原価法を採用しております。

（3） 固定資産の減価償却の方法

　 　有形固定資産　　　　　法人税法の規定による定率法

　　　　ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物並びに２０１６年４月１日以降に取得した

個　　別　　注　　記　　表

この計算書類は『中小企業の会計に関する指針』により作成されております。

重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法

　 　その他有価証券

　　　　原価法
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